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ふるさと納税
【令和８年度】
草津市





制度概要

 企業版ふるさと納税とは、企業の皆さまが、寄附を通じて地方の活性化を応援する制
度で、地方公共団体による「地方創生プロジェクト」に寄附をされた場合、税制上の
優遇措置が受けられます。

 この制度の活用を通じ、企業の皆さまとより一層連携しながら、草津市が目指す「ひ
と・まち・ときをつなぐ絆をつむぐ ふるさと健幸創造都市草津」の実現に向けた取
組を進めてまいります。皆さまの御協力をよろしくお願いいたします。

企業版ふるさと納税を活用した寄附の軽減効果

通常の寄附の軽減効果

寄附額

 国が認定した地方公共団体の地方創生プロジェクトに対して企業が寄附を行った場合
に、寄附額の６割を法人関係税から税額控除する仕組みです。損金算入による通常の
寄附の軽減効果（寄附額の約３割）を含め、寄附額の最大約９割の軽減効果がありま
す。

 草津市外に本社がある企業が対象です。

 １回あたり10 万円以上の寄附が対象です。

 寄附をすることの代償として経済的な利益を受けることは、禁止されています。



寄附の流れ

企業様

草津市
税申告の
お手続

ご相談・
お申し出

寄附
企業様

草津市

企業様

 企業様のご意向に沿って、寄附対象事業の決定を
行いますまずは草津市企画調整課までご連絡くだ
さい。

 対象事業や寄附金額が決定しましたら、寄附申出
書をご提出いただきます。

 寄附を払い込みいただくため、納付書を発行いた
します。

 納付書を使用し、草津市指定金融機関で寄附の払
い込みをお願いします。

 受領証を発行いたします。

 受領証を使用し、税務署での税申告のお手続き
をお願いします。
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草津市の主な地方創生プロジェクト（寄附対象事業）

「『こころ』育むまち」事業 ※事業費は令和８年度分のみ

事業イメージ
事業名・事業費・
担当所属

事業内容

【事業名】
教育体制強化事業

【事業費】
97,078千円

【担当所属】
学校教育課
児童生徒支援課

多様化・複雑化する学校問題への対応の充実、児童生徒の教育環境の充実、教
職員の業務負担の軽減を図るために、以下の取組を拡大することにより教育体制
の強化を図ります。

【主な内容】
• 学校問題解決支援チームの設置
• スクールカウンセラーの市費配置
• 部活動指導員等の配置
• スクール・サポート・スタッフの配置

【事業名】
学校環境改善事業

【事業費】
22,115千円

【担当所属】
教育総務課

近年の記録的な猛暑から児童生徒の健康と安全を守るため、熱中症対策として
全ての公立小中学校に冷水機を設置します。また、学校の衛生環境の改善および
教職員の負担軽減を図るため、小中学校におけるトイレ清掃について、年１回の外
部委託を行います。

【主な内容】
• 冷水機設置事業 各校２台～６台（学校規模による）
• 学校トイレ清掃業務委託事業 各校年１回
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草津市の主な地方創生プロジェクト（寄附対象事業）

「『こころ』育むまち」事業 ※事業費は令和８年度分のみ

事業イメージ
事業名・事業費・
担当所属

事業内容

【事業名】
市立プール活用事業
（水泳学習移行）

【事業費】
14,727千円

【担当所属】
学校教育課

老朽化が進んだ学校プールについて、プールの建替を行わず、令和６年度に完
成したインフロニア草津アクアティクスセンターを活用し、天候に左右されない計
画的な水泳学習を行います。令和８年度は、老上小学校に加え、プールの老朽化
が進む常盤小学校においても実施します。

【主な内容】
• インフロニア草津アクアティクスセンターを活用した水泳学習を、令和８年度は
老上小学校と常盤小学校で実施します。

• 天候に左右されない計画的な水泳学習を実施します。
• 児童の泳力向上を図るため、インストラクターの専門的な指導を行います。
• 学校とインフロニア草津アクアティクスセンターの移動手段としてバスを利用し
ます。

【事業名】
ワールドマスターズゲーム
ズ開催事業

【事業費】
1,000千円

【担当所属】
スポーツ推進課

令和９年度開催のワールドマスターズゲームズ２０２７関西に向けて、滋賀県や
競技団体等と連携し、大会運営や広報啓発活動に取り組みます。

【ワールドマスターズゲームズ２０２７関西】
国際マスターズゲームズ協会が４年ごとに主宰する、おおむね３０歳以上のス
ポーツ愛好者であれば誰もが参加できる生涯スポーツの国際総合競技大会で、
令和９年度の開催（日本では初開催）に向け、令和８年度は草津市実行委員会にお
いて広報啓発活動に取り組みます。

令和７年度 老上小学校の学習の様子
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事業イメージ
事業名・事業費・
担当所属

事業内容

【事業名】
地域情報共有サイト運営
委託事業

【事業費】
1,019千円

【担当所属】
広報課

市内では、各機関・団体において様々なイベント等が開催されますが、主な広報
手段は各機関等のウェブサイトやＳＮＳであり、それぞれにアクセスしないと情報
を得られない状況であるため、市や各機関・団体の様々な情報を集約し、情報に
アクセスしやすい環境を整備します。

【主な内容】
市民や団体、行政をつなぐ役割を持ち、協働のまちづくりを推進する中間支援
組織である公益財団法人草津市コミュニティ事業団に、地域情報共有サイトの運
営を委託します。

【事業名】
地域まちづくりセンター
整備事業

【事業費】
634,642千円

【担当所属】
まちづくり協働課

矢倉まちづくりセンターについては、令和７年度から着手している改築工事等を
行い、令和９年３月に新センターの供用を開始する予定です。
山田まちづくりセンターについては、令和７年度から着手している改築工事や現
施設の解体工事等を行い、令和８年９月に新センターの供用を開始する予定です。
玉川および老上まちづくりセンターの改築については、地域の意向を確認しな
がら、まちづくり活動の拠点整備に向けて取組を進めます。

草津市の主な地方創生プロジェクト（寄附対象事業）

「『笑顔』輝くまち」事業 ※事業費は令和８年度分のみ



8

事業イメージ
事業名・事業費・
担当所属

事業内容

【事業名】
協同労働推進事業

【事業費】
5,538千円

【担当所属】
まちづくり協働課

担い手不足などの地域課題の解決や地域の活性化に向け、地域住民や多様な
主体が参画する手法の一つである「協同労働※」について、地域での学習会開催
等により、普及・啓発、相談支援に取り組みます。

【主な内容】
• 協同労働の普及・啓発
• 協同労働団体立ち上げ支援
• 協同労働団体への活動支援
• 地域団体等との連携

※協同労働
同じ思いを持つ人が集まり、全員が出資し、全員で意見を出し合って、助け合いながら、地域
の課題を解決していこうとする仕組み。

【事業名】
電子版母子手帳導入、
乳幼児健診質問票DX推
進事業

【事業費】
9,647千円

【担当所属】
子育て相談センター

電子版母子健康手帳を導入し、スマートフォン等による妊娠届出時のアンケートの事前入力
や、乳幼児健診の質問票の事前入力等が行える環境を整え、利用者の利便性の向上を図りま
す。
また、妊娠記録やこどもの成長記録を確認できるようになるとともに、妊娠期やこどもの月
齢・年齢に応じ必要な時期に情報をお届けし、子育てをサポートします。

【主な内容】
• 妊娠届や子育て期の各種アンケートのデジタル化
• 乳幼児健康診査質問票のデジタル化
• 妊娠期から子育て期の必要な情報の発信

草津市の主な地方創生プロジェクト（寄附対象事業）

「『笑顔』輝くまち」事業 ※事業費は令和８年度分のみ
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事業イメージ
事業名・事業費・
担当所属

事業内容

【事業名】
防災対策事業

【事業費】
35,568千円

【担当所属】
危機管理課
給排水課

大規模災害に備え、市民生活の安心を守るため、更なる防災体制の強化を図り
ます。

【主な内容】
・危機管理センター整備基本計画策定業務
・防災備蓄品の購入
・給水車の購入

【事業名】
漏水対応等体制強化事業

【事業費】
3,187千円

【担当所属】
上下水道総務課

全国的に管路の老朽化が進む中、水道管漏水事故や下水道管の老朽化が起因
した道路陥没事故が発生しています。 水道管漏水事故等が発生した際には、住
民生活への影響を最小限にすることが重要です。
こうしたことから、令和８年度は遠隔でのライブ映像による、「現場の見える化」
を可能とする映像通話システムを導入し、現場の状況をいち早く正確に把握し、
迅速な事故対応等を図ります。

【主な内容】
映像通話システムの導入

草津市の主な地方創生プロジェクト（寄附対象事業）

「『暮らし』支えるまち」事業 ※事業費は令和８年度分のみ
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事業イメージ
事業名・事業費・
担当所属

事業内容

【事業名】
スマート農業推進事業費
補助金事業

【事業費】
8,000千円

【担当所属】
農林水産課

農業者の高齢化や担い手不足を補い、持続可能な農業を実現するため、スマー
ト農機等の導入を支援し、農業者の農作業の省力化・効率化を図ります。

【補助対象等】
（対象者） 認定農業者、認定新規就農者、集落営農組織、

地域計画の目標地図に位置付けられた者
（対象経費）
• ドローンや自動操舵トラクター等のスマート農機の導入に係る経費およびド
ローン免許取得費用

• ＲＴＫ基地局（※）ライセンス使用料
（補助率・補助上限）
補助率 １／２ 一人当たり年額１００万円
※RTK基地局
衛星の電波を利用して農機の位置を一般的なGPSよりも正確に補正するものです。これを
活用することで、トラクターの自動運転やドローンの正確な自動運転が可能になります。

【事業名】
デスティネーションキャン
ペーン推進事業費

【事業費】
15,810千円

【担当所属】
商工観光労政課

JRグループ６社と自治体等が協働で全国から誘客を図る大型観光キャンペーン
であるデスティネーションキャンペーン（以下「滋賀DC」という。）が滋賀県におい
て、令和９年に実施されます。 滋賀DCのプレ期間である令和８年度は、本市にお
いても、「観光元年」と位置付けた平成８年から３０周年を迎える節目の年度であ
ることから、本市の観光コンテンツの創出・強化、プロモーションの促進等、観光
誘客の取組を進めます。

【主な内容】
• 観光コンテンツの創出・強化
• プロモーションの強化

草津市の主な地方創生プロジェクト（寄附対象事業）

「『魅力』あふれるまち」事業 ※事業費は令和８年度分のみ
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事業イメージ
事業名・事業費・
担当所属

事業内容

【事業名】
中小企業等人材確保支援
補助金事業

【事業費】
6,720千円

【担当所属】
商工観光労政課

中小企業等に対する新たな支援として、市内の中小企業等の安定的な事業展開
を後押しするため、人材確保に係る費用の一部を支援するとともに、中小企業等
が実施する奨学金返還支援制度を支援することにより、人材の定着を図ります。

【主な内容】
• 人材確保支援補助金
• 奨学金返済支援補助金

【事業名】
中小企業等DX推進
補助金事業

【事業費】
3,000千円

【担当所属】
商工観光労政課

市内中小企業・小規模事業者の業務効率化を目的として、現場の実務を通じた
デジタルスキルの習得や自立的な変革を担う「人材の育成」に加え、その基盤とな
る「機器等の導入」も新たに対象として拡充します。現場での実践と環境整備を両
面から支援することで、中小企業等の更なるＤＸ化を推進します。

【主な事業】
中小企業等DX推進補助金

草津市の主な地方創生プロジェクト（寄附対象事業）

「『魅力』あふれるまち」事業 ※事業費は令和８年度分のみ
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事業イメージ
事業名・事業費・
担当所属

事業内容

【事業名】
スタートアップ創出等
支援事業

【事業費】
8,312千円

【担当所属】
企業立地推進室

本市と立命館大学は、先進的なアイデア・技術を強みに短期間で急成長を遂げ
る企業(スタートアップ）の創出等に向けて協力して取り組むため、令和７年７月に
覚書を締結しました。 令和８年度は、（仮称）イノベーション集積拠点（※）の創出
を見据えて、立命館大学や関係団体等と連携し、地域に根差したスタートアップの
創出・成長・集積に向けた取組を実施します。

【主な内容】
• スタートアップ創出等支援事業費補助金
• 実証実験支援事業費補助金

（※）滋賀県南部地域の経済成長を牽引し、スタートアップや既存企業などの交流・集積による
新たな価値を生み出すオープンイノベーションの促進に向けて、令和７年度から事業成立性等
の検討を進めています。

【事業名】
企業立地推進事業

【事業費】
18,676千円

【担当所属】
企業立地推進室

本市では、戦略的な企業立地・集積に向けた取組を推進することで、地域経済の
活性化を図り、活力に満ちたまちを目指しています。 令和8年度は、新たな産業
用地の確保を図るため、ため池の利活用に向けた可能性を調査するとともに、
「草津市都市計画マスタープラン」との整合を図りながら、高付加価値を生み出す
産業集積エリアの形成に向けた整備計画の検討を令和８年度から令和９年度まで
の２か年で実施します。
また、企業ニーズの多様化や相談件数の増加に対応するため、企業立地マッチ
ング支援事業や企業立地ガイドおよび専用ホームページの作成により、企業立地
に関する相談体制の強化を図ります。

【主な事業】
• ため池利活用可能性調査
• 企業立地マッチング支援事業（（一財）日本立地センターによる企業立地情報の活用）
• 企業誘致広報PR事業（企業立地ガイドの作成および専用ホームページの作成）

草津市の主な地方創生プロジェクト（寄附対象事業）

「『魅力』あふれるまち」事業 ※事業費は令和８年度分のみ
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事業イメージ
事業名・事業費・
担当所属

事業内容

【事業名】
まちづくりセンター跡地
暫定活用事業

【事業費】
25,976千円

【担当所属】
交通政策課
都市地域戦略課

まちづくりセンター跡地において一時的な代替施設として整備した草津駅西口
第５自転車駐車場については、将来の高度利用を見据え、施設の解体工事を行
うとともに、解体後の跡地で暫定活用を予定している「緑のひろば」の一部とし
て残置し、有効活用を検討します。
なお、設備の一部は、南草津駅周辺におけるバイク駐車の需要増加に対応する
ため、南草津駅自転車自動車駐車場へ移設し、再利用します。
また、「草津駅周辺エリア未来ビジョン」においてイメージしている「緑のひろ
ば」による賑わい創出に向けて、エリアマネジメントによる収益事業の検討や維
持管理の仕組み、利活用における制約条件等の整理を行うため、ワークショップ
や社会実験を通じて暫定活用の調査を行います。

【主な内容】
• 草津駅西口第５自転車駐車場（まちづくりセンター跡地）の施設解体
• 南草津駅自転車自動車駐車場へ設備の一部を移設
• 自転車駐車場解体後のまちづくりセンター跡地の暫定活用に向けた調査

【事業名】
西消防署跡地生活拠点等
形成事業

【事業費】
5,269千円

【担当所属】
都市地域戦略課
総務課

西消防署跡地について、「草津市版地域再生計画」の生活拠点を形成するため、
市所有地と下笠町財産区所有地を一体的に活用し、商業機能や医療・福祉機能
あるいは子育て世代の相談・交流等の地域のニーズを踏まえた民間による多機
能型の生活サービス施設の誘導に向け、事業者の募集を行います。

【主な内容】
• プロポーザル発注のための募集要項等作成支援
• 事業者選定委員会の運営支援

草津市の主な地方創生プロジェクト（寄附対象事業）

「『魅力』あふれるまち」事業 ※事業費は令和８年度分のみ
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事業イメージ
事業名・事業費・
担当所属

事業内容

【事業名】
職員採用対策強化事業

【事業費】
4,741千円

【担当所属】
職員課

職員採用試験において受験者数の減少が続いており、ピーク時の半分以下にま
で低下してきていることから、令和８年度から職員採用試験の実施方法について
見直しを行い、受験者数の増加を図ります。

【主な内容】
• テストセンター方式の導入
• 採用管理システムの導入

草津市の主な地方創生プロジェクト（寄附対象事業）

「『未来』への責任」事業 ※事業費は令和８年度分のみ



【お問い合わせ先】
〒５２５－８５８８ 滋賀県草津市草津三丁目１３―３０

草津市役所 総合政策部 企画調整課 企画調整係
℡ 077-561-2320 FAX 077-561-2489

e-mail : kikaku@city.kusatsu.lg.jp


